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令和7年度12月補正予算について
【最終日追加提出】

１ 予算規模
（単位：千円）

会 計 名 補正前予算額 補正額 補正後予算額

一 般 会 計 37,373,155 521,966 37,895,121

うち物価高騰対策 290,791

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 7,902,450 953 7,903,403

介 護 保 険 特 別 会 計 7,622,333 5,378 7,627,711

後期高齢者医療特別会計 2,770,012 2,081 2,772,093

今回の12月補正予算【最終日追加提出】は、物価高騰の影響を受けた生活者を引

き続き支援するため、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、物価高

対応子育て応援手当支給事業（児童1人につき2万円）、市内公立小中学校の給食費無償化

（3か月分）など物価高騰対策として2億9,079万1千円を計上するほか、人事院勧告

に伴う職員の給与改定を含む、総額5億2,196万6千円の補正予算を編成しました。

⑴ 歳入予算
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２令和7年度12月補正予算【最終日追加提出】の内訳（一般会計）

区 分 補正予算額 備 考

国庫支出金 394,761千円

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金、
物価高対応子育て応援手当支給事業費補助金、
物価高対応子育て応援手当支給事務費補助金、
個人番号カード交付事務費補助金 等

県 支 出 金 3,987千円 放課後児童健全育成事業費補助金、
地域子育て支援拠点事業費補助金 等

繰 入 金 220,677千円 財政調整基金繰入金

諸 収 入 △97,459千円 現年度分給食費

計 521,966千円



⑵ 歳出予算
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担 当 課 事 業 名 区分 補正予算額

企画政策課 事務管理費／企画費 増額 218千円

人事秘書課
職員人件費 増額 140,964千円

事務管理費（人事秘書課） 増額 2,190千円

危機管理課 防犯啓発推進費 増額 187千円

財 政 課

国民健康保険特別会計繰出金 増額 947千円

介護保険特別会計繰出金 増額 3,395千円

後期高齢者医療特別会計繰出金 増額 2,081千円

病院事業会計支出金 増額 381千円

⑵ 歳出予算
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担 当 課 事 業 名 区分 補正予算額

市 民 課
事務管理費／戸籍住民基本台帳費 増額 1,501千円

個人番号カード交付事業費 増額 1,939千円

保険医療課

事務管理費／国民年金事務費 増額 218千円

後期高齢者医療健康診査事業費 増額 190千円

事務管理費／福祉医療費 増額 430千円

人権推進課 事務管理費／人権推進費 増額 648千円

社会福祉課
事務管理費（社会福祉課） 増額 220千円

生活困窮者自立支援事業費 増額 588千円



⑵ 歳出予算
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担 当 課 事 業 名 区分 補正予算額

社 会 福 祉 課 事務管理費／生活保護総務費 増額 491千円

障がい福祉課
事務管理費（障がい福祉課） 増額 957千円

地域生活支援事業費 増額 36千円

子ども福祉課

運営費／憩の家費 増額 1,321千円

家庭児童相談員配置費 増額 573千円

事務管理費（子ども福祉課） 増額 220千円

物価高対応子育て応援手当費【10ページ】※ 新規 289,607千円

母子・父子自立支援員配置費 増額 185千円

重点 1

⑵ 歳出予算
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担 当 課 事 業 名 区分 補正予算額

子ども福祉課
運営費／児童クラブ費 増額 9,314千円

運営費／児童館費 増額 3,031千円

保 育 課

事務管理費（保育課） 増額 218千円

病児病後児保育事業費 増額 631千円

子育てコンシェルジュ事業費 増額 583千円

運営費／保育園費 増額 36,208千円

運営費／親子通園事業費 増額 2,183千円

運営費／地域子育て支援拠点事業費 増額 1,637千円

健 康 推 進 課 事務管理費／保健衛生総務費 増額 1,319千円



⑵ 歳出予算
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担 当 課 事 業 名 区分 補正予算額

健康推進課

疾病予防対策費 増額 5千円

がん検診事業費 増額 14千円

健康増進事業費 増額 7千円

自殺対策推進費 増額 1千円

乳幼児健診事業費 増額 123千円

母子保健事業費 増額 194千円

利用者支援事業費（こども家庭センター型） 増額 199千円

土 木 課 交通指導員配置費 増額 1,181千円

⑵ 歳出予算
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担 当 課 事 業 名 区分 補正予算額

土 木 課 事務管理費／土木総務費 増額 769千円

商工観光課
事務管理費／商工総務費 増額 217千円

事務管理費／七宝焼アートヴィレッジ費 増額 484千円

議 事 課 議員人件費 増額 546千円

学校教育課

運営費／保育所給食費 増額 240千円

運営費（学校教育課） 増額 2,802千円

スクールサポーター配置費 増額 6,342千円

特別支援学校等給食費保護者負担軽減事業費
【11ページ】※ 拡充 1,184千円

重点 2



⑵ 歳出予算
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担 当 課 事 業 名 区分 補正予算額

学校教育課

教育相談室費 増額 71千円

教育支援室費 増額 309千円

給食材料費／給食センター総務費
【12ページ】※

財源
更正

0千円

生涯学習課

シルバーカレッジ事業費 増額 98千円

事務管理費／公民館費 増額 1,174千円

事務管理費／資料館費 増額 528千円

スポーツ課 事務管理費／保健体育総務費 増額 867千円

計 521,966千円

うち物価高騰対策（※） 290,791千円

重点 3

Ⅰ 物価高騰対策
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一般会計補正予算書 Ｐ27

補正予算のあらまし －

重点 1 物価高対応子育て応援手当費【新規】

補正予算額 289,607千円

担当課：子ども健康部子ども福祉課（℡052-444-3173）

物価高の影響を受ける子育て世帯を支援します

物価高の影響を受けている子育て世帯を力強く支援するため、国の交付金
を活用し、物価高対応子育て応援手当を支給します。
■ 支給対象児童

⑴ 令和７年９月３０日時点においてあま市に住民登録がある０歳から高校生年代までの
児童手当の支給対象児童
⑵ 令和７年１０月１日から令和８年３月３１日までに出生した児童
■ 支給額 児童１人につき２万円

■ 支給予定日 令和８年２月３日より順次支給開始

■ 支給対象児童数 １４，３１７人

物価高騰対応重点支援
地方創生臨時交付金活用事業



Ⅰ 物価高騰対策
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一般会計補正予算書 Ｐ45

補正予算のあらまし －

重点 2 特別支援学校等給食費保護者負担軽減事業費【拡充】

補正予算額 1,184千円

担当課：教育部学校教育課（℡052-444-0902）

物価高騰の影響を受ける保護者の負担を軽減します

特別支援学校等に通う小中学生の保護者の負担軽減を図るため、国の交付金を
活用し、市内公立小中学校で行う学校給食費（３か月分）の無償化相当額を支援します。

■ 支給対象者
令和８年１月から３月に特別支援学校等に在籍する小中学生の保護者
（小学生：４０名 中学生：４０名 計８０名）

■ 支給額

物価高騰対応重点支援
地方創生臨時交付金活用事業

⑴ 小学生 １年生～５年生 児童１人当たり１４，０００円
６年生 児童１人当たり１３，４４０円

⑵ 中学生 １年生 ・２年生 生徒１人当たり１５，５００円
３年生 生徒１人当たり１２，０９０円

Ⅰ 物価高騰対策
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一般会計補正予算書 Ｐ51

補正予算のあらまし －

重点 3 給食材料費／給食センター総務費【拡充】

補正予算額 0千円【財源更正】

担当課：教育部学校教育課（℡052-444-0902）

物価高騰の影響を受ける保護者の負担を軽減します

物価高騰の影響を受けている小中学生の保護者の負担軽減を図るため、国の交付金
を活用し、学校給食費（３か月分）を無償化します。

■ 支給対象者 市内の公立小中学校に在籍する児童及び生徒の保護者

■ 給食提供数（１日当たり）

■ 対象期間

■ 保護者負担軽減額（総額） ９７，４５９千円（内訳は以下のとおり）

物価高騰対応重点支援
地方創生臨時交付金活用事業

令和８年１月から３月分（３か月分）

６，９４５食

⑴ 小学生 １年生～５年生 児童１人当たり１４，０００円
６年生 児童１人当たり１３，４４０円

⑵ 中学生 １年生 ・２年生 生徒１人当たり１５，５００円
３年生 生徒１人当たり１２，０９０円


